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厚生労働省によるヒアリングを終えて 

 
      実務委員長 渡邊 雅之 

 
令和 7 年 8 月 12 日に、外保連の要

望に対する厚生労働省のヒアリング

が行われた。今回も web での開催と

なった。外保連の運営委員は、日本外

科学会・日本臨床外科学会の保険診療

委員会委員を兼任しているものが多

く、また、外保連、日本外科学会、日

本臨床外科学会の重点要望項目は重複するものがある

ので、前回同様３つが合同でヒアリングをすることとな

り、合計 1 時間半のヒアリングとなった。外保連から

は、瀬戸泰之、岩中督、川瀬弘一、平泉裕、土田敬明、

森﨑浩、清水伸幸、渡邊雅之が出席、日本外科学会から

は吉野一郎、森兼啓太、日本臨床外科学会からは山口俊

晴、橋口陽二郎、比企直樹、万代恭嗣が参加した（敬称

略）。 

冒頭、瀬戸会長から令和 8 年度改定に向けて外保連

の目指す方向性が示された。手術試案と実際の手術料の

乖離の大きい手術の評価、技術料と材料費を明確に分離

評価、平成 26 年度改定から増点なしの術式の増点要望、

複数手術評価の適正化などが要望された。また、手術・

処置の休日・時間外・深夜加算に関して、令和 6 年度改

定で医師に対する手当支給が施設基準の要件となった

ことを受けて実施された、日本外科学会、日本消化器外

科学会、日本臨床外科学会の調査結果を紹介した。その

中では、予定手術前日の年間当直日数や連続当直の上限

が厳格に設けられているため、地域医療を担う中小病院

や医師数に限りのある施設においては算定が困難とな

っている実情を報告し、条件の緩和を要望した。ロボッ

ト支援手術の課題については、その優越性の評価の在り

方について、外保連の新しい評価軸検討 WG で策定した

「既存技術と比較した優越性の定義」を提示し、厚生労

働省に対して優越性の定義の公開を要望したが、厚生労

働省からは定義の公開は難しいとの返答であった。令和

8 年度改定ではロボット支援手術で 15 件（すべて技術

度 D）の新設要望があり、ロボット支援手術の一括採用

も要望した。 

K コードの精緻化・合理化については、岩中名誉会長

から、令和 6 年度改定において、特に整形外科領域にお

いて医療資源の投入量の異なる同一の K コードの見直

しが必要であることを強く要望した経緯が示され、これ

を受けて厚生労働省から既存の K コードを活かして、

同一コード内で細分化する案が示された。引き続き、外

保連、整形外科領域の学会と相談しながら令和 8 年度

改定で対応予定であることが確認された。 

また、特定保険医療材料の入手困難な商品と逆鞘商品

の価格見直しについて、医療機器安定供給確保に関する

検討会に外保連が委員として参画していることを報告

し、医療機器の安定供給及び医療機関の経営安定化のた

め、物価上昇に見合った償還価格の引き上げを要望した。

さらに森﨑麻酔委員長からは、時間外・休日・深夜加算

の要件としての手当支給対象を麻酔科医にも拡大する

ことが要望された。 

複数手術の考え方は現行主たる手術は 100%、従たる

手術は 50%（1 個に限る）となっているが、外保連の主

張は、従たる手術を１つに限らず、それに要する手術料

（本来の手術料から、開腹、開胸、開頭などに要する手

術料を引いたもの）を認めること、また、組み合わせの

事前登録をやめ、一般論として認めるべきであることを
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再確認した。今回、日本外科学会吉野委員長からは、合

理的なメリットが証明されている術式については複数

手術の 100/100 に相当する点数を合算できるようにする

ことが要望された。日本臨床外科学会山口委員長からは、

従たる手術の 100 分の 80 算定できるように是正すべき

との要望が示された。また吉野委員長及び森兼委員から、

結腸直腸悪性腫瘍手術における手術部位感染ケアバン

ドル加算の新設が要望された。また、吉野委員長から同

種死体肺移植術の増点も要望された。 

プレゼン終了後、厚生労働省から質疑があったが、全

体的には、和やかな雰囲気でヒアリングは終了した。 

◆働き方改革が外科医教育に及ぼす影響

NCDから見たわが国の外科医療の水準・外科医の配置・働き方改革 
NCD代表理事 

東京医科大学 呼吸器甲状腺外科 池田 徳彦 

 
National Clinical Database（NCD）は、2010 年に外科

および外科サブスペシャルティ領域の専門医制度を支

える手術症例データベースとして日本外科学会、日本消

化器外科学会、日本小児外科学会、日本胸部外科学会、

日本心臓血管外科学会、日本血管外科学会、日本呼吸器

外科学会、日本内分泌外科学会、日本乳癌学会、日本甲

状腺外科学会の外科系 10 学会が参画して設立された。 

2011 年から症例登録が始まり 2024 年 4 月には登録施

設数は 5,679、診療科数は 14,920 まで増加した。年間の

症例登録数は約 150 万件で、2023 年までの累計登録数

は約 1,900 万件に達している。データ登録している領域

のわが国で施行されている手術の 95％以上が登録され

ており、それぞれで患者の基本情報とともに併発疾患、

術式、術後急性期の状況、主疾患状況などが把握できる

項目が入力される。専門医資格取得・更新の際の手術経

験の証明、国単位・施設単位の手術の施行状況の検討、

そして大規模なリアルワールドデータを活用した臨床

研究も数多く行われている。NCD に参加している各領

域、施設が自らの日常の医療水準を認識し、改善を図る

ための情報も入手可能である。 

 

NCD データの登録開始時期はちょうど内視鏡手術が

広く普及していくのと同時期であり、その実施状況も経

年的に解析可能であった。消化器外科領域では全国で行

われている食道癌、胃癌、大腸癌、肝癌、膵癌の主要な

術式において内視鏡手術の割合が年々増加していく状

況とともに、各術式の術後合併症や術後死亡率はいずれ

も低率に維持されたことも確認された（文献 1）。すなわ

ち、主要術式の腹腔鏡手術は従来の開腹手術と同等の安

全性を担保されながら施行され、均てん化していったこ

とが大規模データを用いて客観的に証明された。呼吸器

外科領域においても内視鏡手術が標準化しつつある時

期に早期肺癌に対する胸腔鏡手術の実施状況や術後の

有害事象などが解析された。2014 年、2015 年のデータ

では臨床病期 I 期の肺癌手術の 75%が胸腔鏡を主体とし

た低侵襲アプローチで施行されており、開胸例よりも術

死、術後合併症とも低率で、安全に施行されていること

が証明された（文献 2）。最近ではロボット支援下の手

術も様々な領域で増加しているが、その導入期で術死率

や術後合併症の発生割合は内視鏡手術と同等で低率に

とどまっており、安全に施行されていることが食道癌や

肺癌における NCD データを用いた研究で証明されてい

る（文献 3,4）。 

 

他国のデータベースと協力して、手術実施状況の国際

的な比較研究も行われている。米国の大規模データベー

スである American College of Surgeons National Surgi

cal Quality Improvement Program (ACS-NSQIP) と NCD

のデータを用いて右半結腸切除術、低位前方切除術、膵

頭十二指腸切除術の術後 30 日以内の死亡率を国際間で

比較したところ、いずれの術式でも日本は米国より低率

であり、安全な外科治療が行われていることが示唆され

た（各術式、日米順：0.76% vs 1.88%, 0.43% vs 1.08%,  

1.35% vs 2.57%）。一方で術後在院日数は米国の方が短く、

医療のスタイルが異なることも示された（文献 5）。 

 

若い年代の女性医師は各外科領域でいずれも増加し

ている。幽門側胃切除術、胃全摘術、低位前方切除術で

女性術者の方が男性術者よりも術死率は低率であり、合

併症の発生も同等であったことが NCD データからも報

告されている（文献 6）。女性外科医の活躍は貴重であ

り、生涯にわたって外科を継続できる環境の構築が急務

である。 

 

消化器外科領域の主要８術式（食道切除術、幽門側胃

切除術、胃全摘術、右半結腸切除術、低位前方切除術、

肝切除術、膵頭十二指腸切除術、急性汎発性腹膜炎手術）

に関しては専門医数の多い施設の方が少ない施設より

も術後死亡率が少ないことも証明された（文献 7）（表

１）。また、膵臓癌、食道癌など難易度が高い手術に関

しては、手術実績が多い施設の方が治療成績が良好とさ

れる。安全かつ効率的な外科医療を供給するために集約

化の有効性を示唆するデータである。疾患、術式、施設

規模などのうち、何を基準として集約化の対象を決定す

るかを科学的に判断していくことも必要であり、NCDデ

ータが参考になれば幸いである。 
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近年、他領域と比較して外科医数が相対的に減少して

いることが指摘されている。 

その中で術式の多様化や複数の併発疾患を有する高

齢者の手術が増加しており、外科業務も濃密になってき

ている。すべての外科医の労働環境の整備が課題となる。

外科医の配置状況を評価するのに、医療圏の人口に対す

る外科医数が指標となることがある。しかし、医療圏で

行われた手術数や総手術時間を調査すれば、そこで働く

外科医１人当たりの手術参加時間が明らかになり、手術

に割かれる労力が正確に評価される。こちらの方が医師

の業務量の評価が正確ではないだろうか。加えて、疾患

の発生数や術式ごとの手術数を調査すれば、その地域で

注力すべき医療の姿も明確になろう。 

医師の適正配置と適切な集約化により、外科医の労働

環境も改善することが期待される。NCD データを用い

た医療の状況把握をそのヒントとして利用いただきた

い。 

文献 
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消化器外科医の減少とその対策 ― 働き方改革の視点から ― 
日本消化器外科学会 ワークインライフ委員会 

北里大学医学部上部消化管外科 比企 直樹 

 
消化器外科は、がん治療や急性腹症への即応的対応に

おいて重要な役割を果たしている。対象となる疾患は多

岐にわたり、食道・胃・大腸といった消化管腫瘍に加え、

肝・胆・膵腫瘍、さらには虫垂炎や腸閉塞といった救急

疾患まで含まれる。高度な技術を要するこれらの手術は、

年間 12 万件以上実施されており、その大部分を消化器

外科専門医が担っている。 

しかし近年、消化器外科医の数は深刻に減少している。

厚生労働省の統計によれば、2002 年から 2022 年にかけ

て、消化器・一般外科の医師数は 20%以上減少した。一

方、医師全体は 30%以上増加しており、この対照的な傾

向は、消化器外科の過重な業務とその魅力の乏しさを如

実に示している。実際、日本消化器外科学会の会員数も

減少傾向にあり、新規入会者はかつての半数以下にとど

まり、60 歳以上の会員比率が高まっている。このまま

では、今後 10～20 年で外科医の数が半減するという予

測も現実味を帯びている。 

背景には、若手医師の消化器外科離れがある。2023 年

に学会が行ったアンケートでは、「後輩に消化器外科を

勧める」と答えた医師はわずか 38%、さらに「自分の子

どもに勧める」と答えた割合は 14%にすぎなかった。最

も多く挙げられた不満は「給与」であり、44.3%が待遇

への不満を訴えている。また、「激務のわりに見合った

報酬が得られていない」との意見も多く、単に労働時間

ではなく、業務内容や責任に対する正当な評価が求めら

れていることが明らかとなった。 

キャリア形成の不透明さも課題である。がん手術を一

人で執刀できるまでには 10〜15 年の訓練が必要とされ

るが、将来的にどのような働き方やセカンドキャリアが

可能なのか、明確な道筋が見えにくい。さらに、子育て

やプライベートとの両立が困難であるというイメージ

も根強く、柔軟な働き方や支援体制の構築が喫緊の課題

である。 

このような状況を打破するためには、いくつかの具体



JHIFS News 

4 

的な対策が必要である。第一に、給与体系の見直しと、

緊急手術や高難度手術に対するインセンティブの導入

が求められる。現状では、深夜や休日の緊急手術に従事

しても、その労働が十分に報われていない例が多く、医

師のモチベーション低下の一因となっている。加算制度

などの制度的評価を、病院収益だけでなく、医師個人の

待遇に反映させる改革が必要である。 

第二に、教育制度の透明化とキャリア支援の充実であ

る。専門医取得後も、指導医・教育者として活躍できる

場や、年齢を重ねた後の働き方の選択肢を提示すること

が、若手医師の定着に直結する。また、手術に専念でき

る環境整備のためには、外来診療や研究活動とのバラン

ス調整も不可欠である。 

さらに、学会や研究会の在り方も見直されるべきであ

る。特に若手医師にとって、過剰な研究会の参加が負担

となっている現状を鑑み、必要最小限の参加で学びを深

められる機会の再設計が求められる。 

最後に、診療の集約化と分担が重要な視点である。高

度な手術は一定の症例数を有する施設で実施すること

で安全性が高まるとされており、手術の集中化と地域格

差の是正を同時に進めることが必要である。 

医師の働き方改革が進む現在、消化器外科という分野

が存続・発展するためには、使命感だけではなく、構造

的な改善が不可欠である。日本消化器外科学会は、会員

の声を反映しながら、報酬、キャリア支援、勤務環境の

改善に取り組む必要がある。今後、国や学会、医療機関

が一体となり、消化器外科医が安心して長く働ける環境

づくりを推進していくことが求められている。

 

働き方改革が救急医療および外傷外科医教育に与える影響～日本救
急医学会 調査(速報値)より～ 

日本救急医学会 理事・労務管理委員会 委員長 

大阪大学大学院医学系研究科 救急医学 織田 順 
 

医師の働き方改革を目前に大阪府医師会が会員向け

に行った意見調査(R6.2)によると、30～40 代の会員は

サービス残業や残業の上限制限への影響を、それ以上

の年齢では地域の救急医療の崩壊や医師の地域偏在の

進行、若手勤務医の修練の時間が不十分、そして大学

病院での研究時間が十分取れないといった点への影響

が危惧されていた。 

・日本救急医学会 労務管理委員会調査より 

日本救急医学会では、医師の時間外・休日労働の上

限規制開始直前と、働き方改革後それぞれに大規模な

調査を行った。 

調査①（上限規制前）では、労務管理委員会が中心と

なって全国の救命救急センターおよび救急科専門研修

プログラム基幹施設（349 施設）を対象に、診療体制と

実績、構成救急医の労務状況について尋ねた。212 施設

から回答を得て、うち 4 割超が 24 時間連続勤務であっ

た。20～40 代医師の約半数に 45 時間/月以上の超過勤

務があり、50 代、60 代にも一定割合の長い超過勤務が

見られた。8割の施設で何らかのオンコール体制が適用

されていたが、オンコール（待機）手当については 65%

の施設で手当はなく、無償での自主待機扱いとなって

いる実態が浮き彫りとなった。回答のあった 61％の施

設だけでも、自施設以外での救急医療機関への勤務（応

援・外勤）は週 1503 コマ(うち 1/3 強は夜間勤務)に上

っていた。また 4 割以上の医療機関で上限規制に伴う

外勤縮小を予測していることが判明し、地域医療への

影響が懸念された。規制開始後は特に救急など 24 時間

対応が必要な診療科において、勤務時間や勤務間イン

ターバルの確保に苦慮している状況がうかがわれた。 

調査②（上限規制後）として、日本救急医学会会員個

人ごとに主たる勤務先と、(あれば)非常勤勤務先の両

方について、2次医療圏の都市型、宿日直許可の対象か、

救急患者への対応等に関する労務の実態について尋ね、

936 名から回答を得た。うち 533 名(57%)が外勤（非常

勤）でも診療していた。主たる勤務先の医療圏は大都

市型 42.8%、地方都市型 51%、過疎地域型 6.2%、これに

対して非常勤勤務先は大都市型 30.9%、地方都市型 50.

8%、過疎地域型 18.2%となっており一見差を感じにく

いが、実は主務先が大都市型である医師の 40.4%がよ

り地方型の勤務先で、同じく地方都市型である医師の

22.4%が過疎地域型で勤務しており、多くの会員が非常

勤でより地方、より過疎地の救急医療を支えているこ

とが示唆された（図 1）。なお、非常勤勤務先での宿日

直許可の状況を尋ねたところ宿日直許可ありが 51.8%

を占めたが、それらの施設での労務状況は勤務 8 時間

あたりの換算で、救急搬送応需数 2 台以上が半数以上、

独歩患者 5 名以上対応が 1/3 以上、また病棟などでの

実務時間 1 時間以上が 2/3以上、であり（図 2）、宿日

直許可あり施設であっても、救急医は救急要請があれ

ばその多くに対応している実態が明らかとなった。 

・医療施設集約化の課題 

救急医療、特に高度救急医療においては、「緊急度」

と「重症度」の考え方が重要となる。この二つの概念は

異なり、状態が重篤になるまでの時間的猶予の短さを

「緊急度」と呼ぶ。例えば、外傷性ショックや重症頭部

外傷、多発外傷症例などでは迅速かつ適切な気道確保・

呼吸管理を行い、緊急止血術や開頭術といった病態に

応じた外科技術が不可欠であるため、これらを迅速に

実施できる専門チームが常に待機している必要がある。

一方で、高度な外傷外科技術は習得が容易でないため、

「防ぎ得た外傷死（Preventable Trauma Death: PTD）」

を回避するための基本技術を JATEC などの教育コース
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や日常の研修で修得し、地域における初期対応の充実

を図りつつ、より高度な処置が必要な症例を高次医療

機関に集約する仕組みを導入する地域もある。ただし、

緊急度が非常に高い症例では搬送にかかる時間が致命

的な影響を与えることがあり、高度な技術研修が特定

の少数施設に限定されると、多くの人材育成が困難に

なる懸念もある。そのため、集約化が必ずしもすべて

の地域で実施可能とは限らない。なお、重症熱傷に関

しては緊急度より重症度が勝る場合が多く、集約化が

うまく機能している地域もある。 

・外傷外科医教育および地域医療への影響 

勤務時間の上限規制後、シフト制が普及したことで

勤務環境の改善が進んだ反面、指導者と研修者が揃っ

て臨床教育を受ける機会は減少している。また、off- 

the-job でのシミュレーション教育においても、指導

者や受講者が多忙を極める中、経済的支援が不十分な

状態で、限られた休日を使用し、またほぼ手弁当での

実施となっている。 

上述の調査②からわかるとおり医師の非常勤（外勤）

勤務先の医療機関は主な勤務先と比較して過疎地域の

割合が高く、地方都市や過疎地域における医療が非常

勤医師によって支えられている可能性が示唆される。

また同調査では上限規制後、主勤務先で収入が減少し

たとの回答は、収入が増えたとの回答数の 3 倍にも及

ぶ。救急医の業務範囲が院内外調整、災害対応、感染対

策など広範化する中、タスクシフトや医療 DX による負

担軽減策はまだ途上であり、多くの医育機関や医療施

設の定員設定や収支構造が長時間連続勤務を前提とし

た旧来のままであるなど、多くの課題が未解決のまま

となっている。タスクシフト、地方救急医療支援、教育

のいずれにも労務を要し、そのためには相当するコス

トをかけることが必要である。
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心臓血管外科専門医認定機構の施設集約化の取り組み 
3学会構成心臓血管外科専門医認定機構代表幹事 椎谷 紀彦 

日本心臓血管外科学会理事長 小野 稔 
 

心臓血管外科専門医認定機構では、2024 年、施設集

約化を目指し、認定修練施設要件の年間心臓血管外科

手術数を 50 例から 100 例に引き上げると共に、「基幹」

施設認定を領域別（成人心大血管、血管、小児の 3 領

域）とし、その要件を領域別手術数年間 100（小児は 7

1）例に引き上げた。2012 年以来、実に 12 年ぶりの改定

となる。2023 年の手術数実績に基づくと、2029 年には

認定修練施設数は 16％程減少して 500 弱、成人心大血

管基幹施設数は 40％程減少して 250 強となる見込みで

ある（図 1）。目的は医療の質と持続可能性の確保であ

る。前者の背景には心臓血管外科手術の各領域におい

て証明されている volume-outcome relationship（症例

数が多い施設の成績が良い）が、後者の背景には働き

方改革への対応、研修効率の向上、インセンティブ確

保があるが、これらは相互に関連している。 

 

1.心臓血管外科手術の volume-outcome relationship 

日本心臓血管外科学会では、心大血管手術のデータ

ベース事業を 2001 年より開始した。2012 年からはデー

タベース登録が心臓血管外科専門医申請の必須要件と

なり、2024 年 4 月現在、登録施設数は成人 605、先天

性 120、登録手術数は年間８万件弱にのぼる。本データ

等を活用した volume-outcome relationship の研究は、

成人心大血管手術、急性大動脈解離、小児心臓手術の

各領域において行われ、いずれも有意な関連が示され

ている 1,2。すなわち、術式・領域を問わず、一定数以上

の手術を実施している施設では、より良好な治療結果

を提供できる。これは、施設集約化が患者の利益とな

ること、質の高い医療に多く触れる機会を提供するこ

とを通じて専門教育の効率化にも貢献すること、を示

す。非都市部においては、既に循環器疾患の入院患者

数が減少し始めており、集約化は喫緊の課題である。 

2.働き方改革対応 

心臓血管外科医の労働時間は、A 水準に収まるのは

半数に過ぎず、専攻医の 2 割以上、専門医の 1 割以上

は BC 水準にすら収まらない（専門医申請者アンケート

調査 2025、回答率 100％）。これは、全診療科の中で最

も劣悪である。背景には、心臓血管外科医が周術期管

理も担っている現状がある（図 2）。集約化は、術後管

理当直回数の減少により働き方を改善すると期待され

るが、これのみでは不十分であり、外科医が手術に専

念できる環境の構築が望まれる。この観点から我々は、

成人心大血管と小児領域の「基幹」要件に closed ICU

を、成人心大血管の「基幹」要件には task share を盛

り込む方向である。Closed ICU は、コストも含めた手

術成績を改善すると報告されている 3。 

心臓血管外科志望者は毎年 100-150 名で減少しては

いないが、労働時間に鑑みると充足もしていない。施

設集約化は 1 施設あたりの専門医数を増加させ、複数

チーム制構築に寄与する。心臓血管外科手術の約 4 分

の 1 は緊急手術であり、特に大動脈緊急症が多い。1 チ

ームしかない病院では、夜間緊急手術後のインターバ

ル休みが翌日診療の支障となるため、緊急対応が困難

になっている。複数チーム制により、この問題の解決

も期待できる。 

一方で非都市部においては、医療機関へのアクセス

が悪化し、搬送時間延長に伴う緊急手術救命率の低下

が危惧される。しかし大動脈緊急症に関しては、搬送

時間・距離と手術成績に相関は無く、集約化による手

術成績の向上のベネフィットは、搬送距離延長のリス

クを凌駕する 4。すなわち、非都市部に小規模施設を確

保するよりも、緊急搬送のネットワークとインフラ整

備に注力する方が、医療の均てん化に資すると考えら

れる。心臓血管外科専門医認定機構では、集約化施策

の導入に際して、3 次医療圏に少なくとも 1 つの成人心

大血管「基幹」施設が確保されることを確認した。現

在、日本心臓血管外科学会では、大動脈緊急症の治療

を担う施設を拠点として可視化し支援すべく、調査を

実施している。 

3.インセンティブ確保 

集約化には病院側の理解と一定の投資が必要である。

2024 年度の診療報酬改定で、急性期充実体制加算要件

の 1 つに成人心大血管基幹施設要件が盛り込まれたの

は、この点で大きい。一方、加算は病院へのインセンテ

ィブであり、外科医の処遇改善に直接繋がるものでは

ない。医師の診療科偏在を解消するには、高度な技術

を要する手術を実施する医師、緊急手術を担う医師に

対するインセンティブが必要である。技術習得には、

相応の時間的・金銭的自己投資を要するが、現状では

「自己研鑽」に対価は支払われない。また、手術点数は

術式別で、医師の技量は反映されていない。これは、十

分な経験を有さない医師が、高度で点数が高い術式に

挑むという弊害の一因にもなっている。心臓血管外科

専門医認定機構では、サブスペシャルティである心臓

血管外科専門医より高度な技術を有する外科医を認定

し、その医師が執刀ないしは指導した場合に加算され

た点数が医師に還元される制度を目指している。一方、

大動脈緊急症のように、個人技術よりも拠点化が重要

な手術では、拠点施設へのインセンティブの一部を外

科医に還元して頂く仕組みも必要である。 

我が国の心臓血管外科医の給与は、膨大な時間外労

働により欧州並みに維持されているのが現状であり、
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働き方改革による労働時間制限は収入減に直結する。

医療の質を維持するためにも、有望な心臓血管外科医

の海外流出の拡大を防ぐためにも、そして集約化によ

る離職を防ぐためにも、医師へのインセンティブ確保

は、集約化と共に進めていかなければならない。 
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働き方改革が周産期医療体制・教育体制に及ぼす影響 
日本産科婦人科学会 常務理事 

亀井 良政 

 

我が国の周産期医療は、諸外国とは異なり、分娩の

約半数を一次施設で取う小規模分散型でありながらも、

世界で最も安全な周産期医療体制を維持していること

が特徴である。 

他方、出生数は年々急速に減少しており、政府は「こ

ども未来戦略」（令和 5 年 12 月 22 日閣議決定）で、少

子化は我が国が直面する最大の危機であるとして、  

2030 年までをラストチャンスとして異次元の少子化対

策を実施すると提言している。 

 

現在の我が国の産婦人科医師の特徴として、医師数

は近年徐々に増加し、生殖可能年齢とされる 15 歳～49

歳の女性人口に対する産婦人科医師数もこの 30 年足

らずの間に 1.4 倍になり、見かけ上は分娩を担当する医

師数は増え、業務が軽減されているように見える。実

際には、女性医師の比率が急速に増加し、育児中のた

めに当直業務をできない医師が増えているために、医

師 1 人あたりの当直回数は月 8 回前後で、他の診療科

に比べても最も多く、顕著な減少傾向はみられていな

い。働き方改革への対策として、産婦人科診療ではタ

スクシフトなどにより時間外労働時間の削減に取り組

み、このままのペースで削減が進めば 2035 年の A 水準

を遵守できると期待されてきたが、この当直回数の維

持がハードルとなり、現場の努力だけでは時間外労働

の規制遵守には早晩限界が来るのではないかと危惧さ

れる(図１)。 

 

これに加えて、60 歳以上の学会員が約 40％を占め、

特に地方ではこれら高齢の産婦人科医師が周産期医療

を含めた地域医療を支えている(図２)。これらの高齢産

婦人科医師の引退に伴う産婦人科医の減少に加えて、

出生数の自然減と経費増大による収益の悪化が、特に

地方において分娩取扱施設の取り扱い中止と、中核病

院への分娩の集中につながる危険が生じている。 

 

これらの現象に対する解決策として、2024 年度から

の第８次医療計画の中で、政府は、周産期医療体制に

ついて、基幹病院を中心とした集約化・重点化を進め、

ローリスクの分娩は妊婦健診・産前産後ケア・あるい

はオープン・セミオープンシステムなど様々な形で周

囲の産科医療機関への依頼や助産師へのタスクシフト

を進めるとしている。また、ハイリスク妊産婦につい

ては、基幹施設へのアクセス対策を講じることも提唱

されている。さらに医療圏についても、医療圏にこだ

わらず集約化・重点化を進めながら柔軟に運用し、必

要な医療体制を確保するように見直されている。 

しかしながら、当初推定以上の急速な出生数の減少

と物価の高騰、さらには 2024 年 6 月の診療報酬改定

で、MFICU 算定基準の厳格化により算定申請を取り下

げる施設が特に地方の周産期母子医療センターで急増

したこと、など収益が悪化する多くの要因が重なり、

高次医療圏を超えた周産期医療連携の維持すら困難な

地域が次々と出現している。 

その解決策としては、終局的には集約化・機能分担

を目指すよりないと思われる。実際、当学会の大学病

院を対象とした調査では、1 分娩当たりの必要経費は平

均約 142 万であるが、分娩数が多い施設ほど経費は減

少していることから、集約化が医療経済的には有効な

方法であることが示唆されている。 

一方で、集約化を一気に実施してしまえば、特に地

方においては自宅から分娩取扱施設までの移動時間が

大きな問題となり、移動中の母児にとっては生命の危

険が伴う。分娩取扱施設の近隣に長期にわたって家族

と離れて分娩の待機をするインフラ施設の整備も急務

となるが未だ実現の目途は立っていない。 

 

当学会が 2023 年に実施した厚生労働科学研究では、

集約化により分娩数・母体搬送数が 1.5 倍となった場

合、総合周産期母子医療センターで働き方改革の A 水

準を遵守するために必要な人員は、現在既に A 水準を

クリアしている施設でも、3 人から 4 人の増員が、より

時間外労働時間が多い B 水準、C 水準の施設では、7 人

以上の人員の増員が必要となると試算されており、急

速な集約化に対応できる状況ではないと思われる。 

さらに、2024 年に全国国立大学周産期母子医療セン

ターを対象に実施した働き方に関するアンケート調査

では、国立大学の多くは、①タスクシフトが進まず、②

大学の業務の３本柱のうち診療負担が大きく、③国か

らの運営交付金も年々削減される中で教育や研究に割

ける時間がどんどん削られているということが報告さ

れている。 

 

周産期医療体制は都市部と地方でも事情は異なるた

め、各都道府県の市町村ごとの分娩数、一次分娩施設

から周産期センターまでのアクセス時間、周産期セン

ターのマンパワーなどを把握し、地域の状況にあった

医療計画が必要となる。 

昨年 6 月から、厚生労働省において出産費用の保険

適用(あるいは無償化)の検討が始まっているが、妊産婦

の経済負担を軽減しながら同時に周産期医療体制を維

持し、『地域に関わらず安心して出産できる』環境をど

のような形で実現できるのか、今後の提言が期待され

る。 
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◆編集後記 

広報委員会 委員長 河野 匡 

 

異常気象が、日常の気象になり

つつあるなどと言われております

が、それでも尋常ではないこの夏

の気候で皆様の体調が崩れないよ

うに願っております。夏にお届け

する外保連ニュース、今回は第44

号をお届けします。 

今号では先日行われた厚生労働省のヒアリングに

ついて、渡邊実務委員長からロボット支援手術や物

価高騰で価格が上昇している特定保険医療材料への

対応、複数手術の取り扱いなどについての議論があ

ったことなどが紹介されました。 

また、先日の記者懇談会で発表していただいた話

題の中で、日本外科学会の池田NCD代表理事からNCD

のデータからわが国の外科医療の成績は米国で公表

されているデータと比較しても優れていることや女

性外科医の術者の成績が優れていること、集約化が

望まれるが医師の適正は配置や集約化にNCDのデー

タが利用できると考えられることが紹介されまし

た。日本消化器外科学会の比企ワークインライフ委

員長から消化器外科医は2022年までの20年で20%減

少し消化器外科学会は高齢化しており、集約化や待

遇改善などの対策が求められていることなどが紹介

されました。日本救急医学会の織田労務管理委員長

からは救急医の超過勤務が多く見られ、オンコール

の待遇が不十分であること、救急医療の緊急度、重

症度と施設の集約化とは両立が必ずしも容易ではな

いことなどが紹介されました。日本心臓血管外科学

会の小野理事長、椎谷専門医機構代表幹事からは集

約化を進めるについて集約化が患者の利益になり、

外科医の労務環境の改善にも重要であること、アク

セスが不良になっても集約化の利点が勝ること、外

科医のインセンティブ確保を進めなければならない

ことなどが紹介されました。日本産科婦人科学会の

亀井常務理事からは月の当直回数が8回程度と多

く、学会員の高齢化が進んでいること、出生数の減

少と物価の高騰などで収益が悪化する要因が重なっ

ていること、集約化したほうが医療経済的には有効

であることなどが紹介されました。 

さまざまな問題が指摘されておりますが、外保連

としても改善に向けて取り組む必要があるように考

えております。 

外保連活動には今後も皆様のご協力が大切です。

今後ともよろしくお願いいたします
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◆三保連ニュース 

3 月 6 日に東京国際フォーラムガラス棟会議室 G701

に於いて、第 24 回三保連合同のシンポジウムを開催

し、今回は『令和 8 年度診療報酬改定に期待するもの

－三保連の重点要求項目－』と題し、意見交換と内保

連、外保連、看保連（三保連）共同提言を公表し、4

月 15 日に厚生労働省へ正式に手交いたしました。詳

細は外保連のホームページ(https://www.gaihoren.jp）

をご覧ください。 

 
 
 
 
 
 
 
 

◆事務局からのお知らせ 

【新規加盟学会】 
・日本ロボット外科学会 
・日本放射線腫瘍学会 
※以上、現加盟学会数計121学会 
 
【改正要望書】 

2025年6月に厚生労働省へ要望しました「社会保険診療

報酬に関する改正要望書」を収載した冊子（CDROM付）

を製作しました。 

外保連の改正要望書はそれぞれの領域の専門家と

各委員会の努力によって、新しい医療の有効性や安

全性をエビデンスに基づいて記載したものです。厚

生労働省等が行う診療報酬改定に有用な資料である

と考えます。 

冊子（CDROM付）をご希望の方は事務局までお申

し込み下さい。 

 

【原稿募集】 

第17号より外保連ニュースに加盟学会の活動を 

「加盟学会の活動だより」として掲載し、ご紹介 

することにいたしました。文字数などの制限は 

ございません。皆様、奮ってご寄稿ください。

 


